
教育の情報化の動向

文部科学省 情報教育課長
豊嶋 基暢

平成27年７月１日（水）
「教育の情報化」講演会

教育の情報化 ホームページ

検索http://jouhouka.mext.go.jp/



情報教育

教科指導における情報通信技術の活用 情報通信技術を効果的に活用した、分かりやすく深まる授業の実現等

教職員が情報通信技術を活用した情報共有によりきめ細やかな指導を行うことや、校務の負担軽減等
校務の情報化

情報活用能力の育成（ICT化が進む社会への対応力の育成）

Ａ 情報活用の実践力 Ｂ 情報の科学的な理解 C 情報社会に参画する態度

●課題や目的に応じた情報手段の適切な
活用

●必要な情報の主体的な収集・判断・表
現・処理・創造

●受け手の状況などを踏まえた発信・伝達

●情報活用の基礎となる情報手段の特性の
理解

●情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を
評価・改善するための基礎的な理論や方
法の理解

●社会生活の中で情報や情報技術が果たして
いる役割や及ぼしている影響の理解

●情報モラルの必要性や情報に対する責任
●望ましい情報社会の創造に参画しようとする
態度

教育の情報化が目指すもの～３つの側面を通じた教育の質の向上～
「教育の情報化ビジョン」（H23.4）/「ICTを活用した教育の推進に関する懇談会中間とりまとめ」（H26.8)

・思考の可視化・・・距離や時間を問わず思考の過程・結果の可視化することが可能
・瞬時の共有化・・・多くの人の考えなどを距離を問わずに瞬時に共有することが可能
・試行の繰り返し・・・何度も試行錯誤・チャレンジが可能

課題解決に向けた主体的・協働的・探究的な学びの実現
個々の能力・特性に応じた学びの実現

地理的環境に左右されない教育の質の確保

距離・時間を問わずに情報の相互のやりとりが可能、蓄積した情報を自由に加工・編集・分析・表示することなどが可能ICTの特長

ICTの活用により実現が容易
となる学習場面の例
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情報通信技術を活用した新たな学びの推進（政府方針）
◆ 「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋）
ＩＴを活用した２１世紀型スキルの習得
2010年代中に1人1台の情報端末による教育の本格展開に向けた方策を整理し、推進するとともに、デジタル教材の開発や教員の指導
力の向上に関する取組を進め、双方向型の教育やグローバルな遠隔教育など、新しい学びへの授業革新を推進する。

◆ 「第2期教育振興基本計画」（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋）
ＩＣＴの活用等による新たな学びの推進
○ 確かな学力をより効果的に育成するため、言語活動の充実や、グループ学習、ICTの積極的な活用をはじめとする指導方法・指導体制
の工夫改善を通じた協働型・双方向型の授業革新を推進する。

○ デジタル教科書・教材のモデルコンテンツの開発を進めつつ,各教科等の指導において情報端末やデジタルコンテンツ等を活用し,その効果
を検証する実証研究を実施する。実証研究の成果を広く普及すること等により,地方公共団体等に学校のICT環境整備を促す。
また,学校において多様な情報端末でデジタル教材等を利用可能とするため,デジタル教材等の標準化を進める。さらに,できるだけ早期に
全ての教員がICTを活用した指導ができることを目指し,教員のICT活用指導力向上のための必要な施策を講じる。

教材等の教育環境の充実
教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数３.６人、教材整備指針に基づく電子黒板・実物投影機の整備、超高速インターネット接続
率及び無線LAN整備率100％、校務用コンピュータ教員１人１台の整備を目指すとともに、地方公共団体に対し、教育クラウドの導入や
ICT支援員・学校CIOの配置を促す。

◆ 「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成2６年6月２4日閣議決定）（抜粋）
教育環境自体のIT化
学校の高速ブロードバンド接続、１人１台の情報端末配備、電子黒板や無線LAN環境の整備、デジタル教科書・教材の活用等、初等
教育段階から教育環境自体のIT化を進め、児童生徒等の学力の向上とITリテラシーの向上を図る。
あわせて、教える側の教師が、児童生徒の発達段階に応じたIT教育が実施できるよう、IT活用指導モデルの構築やIT活用指導力の向
上を図る。そのため、指導案や教材など教師が活用可能なデータベースを構築し、府省の既存の子供向けページも教材として整理し、積極
的に活用する。また、企業や民間団体などにも協力を呼びかけ、教育用のデジタル教材の充実を図る。
これらの取り組みにより、2010年代中には、全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校で教育環境のIT化を実現するとともに、
学校と家庭がシームレスでつながる教育・学習環境を構築する。
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○学習場面ごとのICT活用の類型

○各教科ごとの授業展開例

【10通りに分類】

【上記類型を組み合わせた事例（21事例）を収録】

「学びのイノベーション事業」により開発された指導方法の類型と授業展開例 3



【北海道】留萌市、千歳市、石狩市、
松前町、知内町、八雲町、沼田町、
遠別町、新冠町、初山別村、札幌市、
平取町、北広島市

【青森県】十和田市
【岩手県】八幡平市、大槌町
【宮城県】登米市
【秋田県】八峰町、鹿角市、大館市
【福島県】檜枝岐村、新地町、郡山市

【茨城県】
つくば市、美浦村、
五霞町、 古河市

【栃木県】
宇都宮市、大田原市、
那須塩原市

【群馬県】
前橋市

【山梨県】
昭和町

【長野県】
長野県、伊那市、
箕輪町、駒ヶ根市

【石川県】 津幡町、内灘町
【岐阜県】 岐阜市、美濃加茂市
【静岡県】 浜松市、沼津市、熱海市、

三島市、富士市、菊川市、
南伊豆町、掛川市

【愛知県】 岡崎市、豊田市、名古屋市
【三重県】 松坂市、鈴鹿市、名張市

【新潟県】
湯沢町、関川村、

【埼玉県】
埼玉県、羽生市、戸田市
【千葉県】袖ケ浦市、
印西市、山武市、柏市、
浦安市､松戸市､市原市､
四街道市､我孫子市､
船橋市

【神奈川県】
伊勢原市、相模原市､
大磯町､松田町､平塚市、
横浜市､横須賀市､川崎市

【徳島県】三好市、小松島市
【愛媛県】鬼北町
【高知県】南国市、大豊町

【鳥取県】大山町、日南町
【島根県】津和野町、美郷町
【岡山県】新見市、備前市、

浅口市
【山口県】山口県、美祢市

【福岡県】 北九州市、芦屋町、宗像市
【佐賀県】佐賀県、武雄市、小城市、

上峰町、みやき町、玄海町、
神埼市

【長崎県】 長崎県、長崎市、大村市、
佐々町、川棚町、東彼杵町

【熊本県】 熊本県、人吉市、高森町、山江村
【大分県】 大分県
【宮崎県】 宮崎県
【鹿児島県】 鹿児島県、鹿児島市、霧島市
【沖縄県】 那覇市、宮古島市、竹富町、

宜野座村

タブレット端末の導入・拡張等に取り組んでいる自治体
平成27年4月15日現在

7
10県107市(区)35町6村

計158自治体

【滋賀県】草津市
【京都府】京都市、亀岡市
【大阪府】大阪市、堺市、
寝屋川市、箕面市
【兵庫県】兵庫県、姫路市、
西宮市、芦屋市、三田市、
丹波市、淡路市、香美町

【奈良県】
奈良県、奈良市

【和歌山県】
和歌山市、
有田市

③ 関東甲信越地区

② 東北地区

① 北海道地区
⑥ 近畿地区

⑧ 四国地区⑦ 中国地区

⑨ 九州沖縄地区

⑤ 中部東海地区
【東京都】
千代田区、港区、文京区、
江東区、品川区、目黒区、
世田谷区､荒川区､板橋区、
狛江市、多摩市、稲城市､
豊島区、墨田区、渋谷区、
北区、綾瀬市、狛江市、
清瀬市、青梅市

※報道情報等を基に自治体への聞き取りにより整理。
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出典「平成２５年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査」

ＩＣＴ環境整備の上位・下位都道府県

コンピュータ
１台当たりの
児童生徒数

普通教室の
校内ＬＡＮ整備率

教員の校務用
コンピュータ整備率

校務支援システム
整備率

超高速
インターネット
（30Mps以上）

接続率

１位 佐賀県 ４.３ 人/台
２位 鹿児島県 ４.４ 人/台
３位 山梨県 ４.６ 人/台
３位 徳島県 ４.６ 人/台
３位 長崎県 ４.６ 人/台

４２位 奈良県 ７.６ 人/台
４２位 東京都 ７.６ 人/台
４４位 神奈川県 ７.７ 人/台
４４位 福岡県 ７.７ 人/台
４６位 愛知県 ８.３ 人/台
４７位 埼玉県 ８.４ 人/台

１位 岐阜県 ９７．４％
２位 徳島県 ９６．６％
３位 長野県 ９６．４％
４位 兵庫県 ９６．１％
４位 大阪府 ９６．１％

１位 岡山県 １３７．３％
２位 島根県 １３２．２％
３位 長崎県 １３１．５％
４位 鳥取県 １２９．９％
５位 広島県 １２６．７％

４３位 三重県 ７０．７％
４４位 岩手県 ６８．８％
４５位 奈良県 ６６．１％
４６位 高知県 ６４．６％
４７位 青森県 ５８．２％

４３位 滋賀県 ９６．２％
４４位 大阪府 ９５．５％
４５位 山形県 ９２．９％
４６位 千葉県 ８６．３％
４７位 奈良県 ６８．０％

上位
５都道府県

下位
５都道府県

１位 山口県 １００．０％
１位 佐賀県 １００．０％
１位 大分県 １００．０％
４位 熊本県 ９９．７％
５位 長崎県 ９９．２％

４３位 宮崎県 ５９．１％
４４位 北海道 ５６．７％
４５位 岡山県 ５５．９％
４６位 福島県 ５４．１％
４７位 高知県 ５０．７％

１位 京都府 ９９．４％
２位 大阪府 ９６．６％
３位 神奈川県 ９４．０％
４位 岐阜県 ９３．５％
５位 富山県 ９２．８％

４３位 鳥取県 ６０．４％
４４位 茨城県 ５８．３％
４５位 群馬県 ５６．６％
４６位 石川県 ５６．４％
４７位 鹿児島県 ５５．６％

6．5人/台
（H26．3．1）

111．1%
（H26．3．1）

85．6%
（H26．3．1）

80．5%
（H26．3．1）

79．1%
（H26．3．1）

公立学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校）
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学校におけるICT環境の整備状況
平成25年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成26年3月現在）

教育用ＰＣ （平均６．５人/台）

中学校

小学校

特別支援学校

高等学校

都道府県 市・特別区 町・村（※） 合計

3.6人以下/台 5 59 420 484(26.6%)
3.6～6.5人/台 34 337 337 708(38.9%)
6.5人超/台 8 417 201 626(34.4%)

47 813 958 1,818

市・特別区 町・村（※） 合計

3.6人以下/台 53 327 380(21.7%)

3.6～7.3人/台 393 419 812(46.5%)

7.3人超/台 367 189 556(31.8%)
※連合・組合を含む

※連合・組合を含む

平均：７．３人/台 平均：５．０人/台

平均：６．５人/台 平均：３．３人/台

※連合・組合を含む

都道府県 市 合計

3.6人以下/台 3 43 46(33.6%)

3.6～5.0人/台 24 17 41(29.9%)

5.0人超/台 20 30 50(36.5%)

都道府県 市・特別区 合計

3.3人以下/台 24 36 60(54.5%)

3.3人超/台 23 27 50(45.5%)

市・特別区 町・村（※） 合計

3.6人以下/台 97 500 597(34.1%)

3.6～6.5人/台 317 250 567(32.4%)

6.5人超/台 399 189 588(33.6%)

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 合計

3.6人以下/台 5,799 2,992 1,227 535 10,553 (30.3%)

3.6～6.5人/台 5,400 2,476 975 233 9,084 (26.1%)

6.5人超/台 9,302 4,222 1,445 248 15,217 (43.7%)

合計（校） 20,501 9,690 3,647 1,016 34,854
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ICT環境整備のパターン例と整備における留意点～各地を視察させていただいて感じたこと～

モデル校設置型 数校をモデル校（研究校・実証校）として先行して整
備を行い、実証成果を踏まえて他校に展開

均等整備型 地域内の全校で同時に整備を徐々に展開

教員配備型

教員用機器先行整備型 教員の授業用機器を先行して整備

地域内の教員に複数台のタブレットPCを配備し、徐々
に対象教員を増加

※上記パターンを組み合わせて段階的に整備するパターンもある。
（例）モデル校設置型→均等整備型
（例）モデル校設置型→教員用機器先行整備型→均等整備型

全校一斉整備型 地域内の全校で一斉に整備

無線LAN環境
○「同じ時間帯に」、「学校内で」、「同時に数十名、数百名が通信」を
行うことを想定したアクセスポイントの設置

○学校外からの電波の飛び込みへの対処

教育用PC（児童生徒用タブレットPC）
○屋外や雨天時での使用、持ち帰り時の衝撃（自転車に乗せての登下校
等）、持ち歩き時の落下等を考慮した設計

○授業中のフリーズの回避（児童生徒は反応が遅ければ何度もタッチする）
○異なる児童生徒が１台のPCを使用することを想定したログイン方法、データ
保存（フォルダの構成）及び管理方法等の確立

○１日の授業時間（６～８時間）を考慮した連続駆動時間の確保
○電源容量の確保及び電源コンセントの設置
○カメラ機能を多用している事例が多い

教員用PC/電子黒板・プロジェクタ
○電子黒板やプロジェクタへの簡単な接続（特に教科担任制の場合は、毎時
間、異なる教員が異なるＰＣを接続する必要がある）

○黒板との併用方法に応じた電子黒板・プロジェクタの設置
○電子黒板の場合、遮光カーテン等映り込み防止策が必要な場合あり

校内ＬＡＮ/インターネット接続
○ネットワーク構成を把握した上で、活用したい授業内容に応じた回線
速度の確保（特に動画視聴を念頭に置く場合）

○フィルタリング措置の徹底及びフィルタリング設定変更方法の周知

サポート体制
○機器、ネットワーク、サーバー等のトラブル、備品（タッチペン等）交換
への対応（授業は止められない）

○ICT支援員の派遣やサポートセンターの充実

教育分野におけるICT利活用推進のための情報通信
技術面に関するガイドライン（手引書）ー総務省ー

2013年
小学校版

2014年
中学校
特別支援学校版

「ICT教育環境整備ハンドブック」
2015年版

（日本教育情報化振興会発行）
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平成29年度まで単年度１,６７８億円（4年間総額6,712億円）の地方財政措置が講じられることとされています（教育のＩＴ化に向けた環境整備4か年計画）
地方財政措置を活用して学校のICT環境を整備しましょう！

第２期教育振興基本計画で目標とされている水準

● 教育用PC1台当たりの児童生徒数３．６人

①コンピュータ教室４０台

②各普通教室１台、特別教室６台

③設置場所を限定しない可動式コンピュータ４０台

● 電子黒板・実物投影機を（１学級あたり１台）

● 超高速インターネット接続率及び無線LAN整備率１００％

● 校務用コンピュータ 教員１人１台

● 教育用ソフトやICT支援員等を配置

教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（平成26～29年度）の所要額（６，７１２億円）のイメージ

教育のＩＴ化に向けた環境整備
● 教育用コンピュータ・・・・・不足台数約146万台の新規導入及び既存分約191万台に係るリース費用
● 電子黒板・・・・・・・・・・不足台数約40万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用
● 実物投影機・・・・・・・・・不足台数約33万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用
● 無線ＬＡＮの整備・・・・・・未整備約38万教室に係る費用
● インターネット接続費用
● 教員の校務用コンピュータ・・約95万台のリース費用

学習用ソフトウェア
● 学習用ソフトウェアの整備 等（教育用コンピュータ新規導入・更新に伴うもの）

ＩＣＴ支援員
● 支援員の配置費用 等（情報処理技術者委嘱を含む）

幅広いＩＣＴ環境整備に活用できます！

都
道
府
県

高等学校費 ４２４万円 600人程度

特別支援学校費 ５７４万円 35学級

市
町
村

小学校費 ５６４万円 18学級

中学校費 ５６３万円 15学級

※上記は平成26年度の単位費用積算から試算した標準的な所要額（単年度）。実際の基
準財政需要額算定に当たっては、測定単位の数値を割り増しするための補正がある。
※別途、「情報処理技術者委嘱事業」については、「県・その他教育費」において、地方財
政措置が講じられている。

学びのイノベーション事業では、ＩＣＴを活用した教育による効果や影響等について、児童生徒や教員の意識の状況・変化を把握す
るアンケートや学力テスト等を行いました。

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

ＩＣＴを活用した教育の効果

● 児童生徒の意識

約８割の児童生徒が全期間を通じて、授業について
肯定的に評価しています。

● 学力の傾向

標準学力検査（ＣＲＴ）の結果を、平成２３年度と２４年度の経
年で全国の状況と比較すると、低い評定の出現率の全国比が
減少している傾向が見られます。

※全国の評定出現率を1.00としている。

１校当たりの財政措置額

電子黒板

学習用ソフトウェア

書画カメラ(実物投影機)

無線ＬＡＮ

コンピュータ
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律について（通知）
（抜粋）（平成26年７月17日付け文部科学省初等中等教育局長通知）

第四 総合教育会議について

2 留意事項
今回の改正は、総合教育会議を設置することにより、教育に関する予算の編成・執行や条例提案など重要な権限
を有している地方公共団体の長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有し
て、より一層民意を反映した教育行政の推進を図ることとしている。

（3）会議における協議事項、協議・調整事項の具体的な例
1）法第1条の4第1項第1号に該当する事項として想定されるものは、例えば、以下のようなものが考えられること。
・学校等の施設の整備、教職員の定数等の教育条件整備に関する施策など、予算の編成・執行権限や条例の提案
権を有する地方公共団体の長と教育委員会が調整することが必要な事項
（略）

（6）その他
1）会議の招集
総合教育会議は、地方公共団体の長が招集するものであるが、教育委員会の側から総合教育会議を招集を求め
ることも可能であり、教職員定数の確保、教材費や学校図書費の充実、ＩＣＴ環境の整備、就学援助の充実、学校
への専門人材や支援員の配置等、政策の実現に予算等の権限を有する地方公共団体の長との調整が特に必要とな
る場合には、教育委員会の側からも積極的に総合教育会議の招集を求めることができるものであること。

9



電子黒板の活用状況（平成25年度：会計検査院調べ）
学校情報通信技術環境整備事業（平成２１年度補正予算）により、平成２１年度に電子黒板を設置した小中学校
等（６，２２６校（１４９自治体）、７，８３８台）について、電子黒板の活用率（※）を調査したところ、約６割が１０%未
満と低調であった。 ※月平均活用回数（電子黒板特有の機能を活用して授業を行った回数）を各教科等の授業時数で除した割合

50%以上

5.5%（340校）
30%以上50%未満

6.4%（401校）

10%以上30%未満

27.9%（1738校）
10%未満

33.6%（2090校）

モニターとしての

利用のみ

26.6%（1657校）

「操作方法が難解」（１７．４％）、「活用のイメージが持てない」（１２．７％）、「研修等の不足」（１２．５％）

※電子黒板特有の機能の活用率が著しく低調な学校（３，７４７校）に在席する教員（９２，８３７名）を対象に調査

電子黒板を活用しない主な理由

電子黒板の活用方針等を定めた計画の策定状況
計画策定済（442校） ・・・平均活用率23.0%
計画未策定（5,784校）・・・平均活用率12.0%

児童生徒が電子黒板を
活用している学校数
1907校（30.6%）

①電子黒板特有の機能を活用することによる効果や児童生徒の情報活用能力の育成に資することの周知、
②研修の実施、電子黒板の活用計画の策定等の促進、③事例集等の有効活用の周知等が必要

「平成26年12月10日付け 26生情教第16号 情報教育課長通知」にて周知済み
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A：教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力

B：授業中にICTを活用して指導する能力

C：児童のICT活用を指導する能力

D：情報モラルなどを指導する能力

E：校務にICTを活用する能力

（％）

教員のICT活用能力の推移 11
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崎
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大
分
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鹿
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県

沖
縄
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B：授業中にＩＣＴを活用して指導する能力 C:児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力
※4小項目ごとに4段階評価を行い、「わりにできる」もしくは「ややできる」と回答した教員の割合

出典：平成25年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査

教員のICT活用能力の状況
「授業中にICTを活用して指導する能力」と「児童・生徒のICT活用を指導する能力」
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「コンピュータ等の情報通信技術を活用して，子供同士が教え合い学び合う学習や課題発見・解決型の学習指導を
行った」学校の方が，全ての教科で平均正答率が高い傾向が見られる。 ※本調査項目は平成25年度調査より実施

質問事項 選択肢 当該選択肢を選んだ学校の平均正答率
国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

調査対象学年の生徒に対して，前年度ま
でに，コンピュータ等の情報通信技術を活
用して，子供同士が教え合い学び合う学
習(協働学習)や課題発見・解決型の学
習指導を行いましたか

①よく行った 81.2 53.8 69.7 62.5

②どちらかといえば，行った 79.9 51.6 67.7 60.4 

③あまり行っていない 79.1 50.4 66.7 59.0 

④全く行っていない 78.2 49.3 65.2 57.5 

「ICTを活用した協働学習・課題解決型指導」と「学力」との関係
（全国学力・学習状況調査結果より）

○平成26年度調査結果【中学校】

○平成25年度調査結果【中学校】

質問事項 選択肢 当該選択肢を選んだ学校の平均正答率
国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

調査対象学年の生徒に対して，前年度ま
でに，コンピュータ等の情報通信技術を活
用して，子供同士が教え合い学び合う学
習(協働学習)や課題発見・解決型の学
習指導を行いましたか

①よく行った 78.3 69.9 65.9 44.8

②どちらかといえば，行った 77.0 68.2 64.2 42.2 

③あまり行っていない 76.2 67.0 63.1 41.0 

④全く行っていない 75.5 66.0 62.2 40.3 
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80.7%

70.0%

85.8%

80.3%

26.0%

21.9%

17.6%

15.6%

37.5%

47.4%

44.4%

27.5%

9.9%

32.5%

21.9%

14.1%

＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞＜主体的な学びの引き出しに自信を持つ教員の割合＞

批判的思考を促
す

勉強ができると自
信を持たせる

関心を示さない
生徒に動機付け

学習の価値を見
いだす手助け

少なくとも一週間を
要する課題を与える

進度に応じて異なる
課題を与える

少人数ｸﾞﾙｰﾌﾟで共
同の解決策を考え
出す
生徒が課題や学級
の活動にICTを用い
る

平成２５年６月１４日閣議決定
OECD国際教員指導環境調査（TALIS）の結果概要（抜粋）
教員は、主体的な学びを引き出すことに対しての自信が低く、また、「生徒が課題や学級の活動にICTを用いる」指導
実践を頻繁に行う教員の割合が低い。

（平成26年6月25日公表）

【参考：調査概要】 ・学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点を当てた国際調査（参加国は、OECD加盟国等34カ国・地域）
・2008年に第1回調査、2013年に第2回調査（今回）を実施（日本は今回が初参加）
・調査対象は、中学校及び中等教育学校前期課程の校長及び教員

校内研修等で教員が日頃から共に学び合い、指導改善や意欲の向上につながっている
 日本の学校には教員が学び合う校内研修､授業研究の伝統的な
実践の背景があり､組織内指導者による支援を受けている割合､校
長やその他の教員からフィードバックを受けている割合が高い。

 教員間の授業見学や自己評価、生徒対象の授業アンケートなど多
様な取組の実施割合が高い。

 これらの取組の効果として、指導実践の改善や仕事の満足度、意
欲等の面で好影響があると回答している教員の割合が参加国平均
よりも高い。

他の教員の授業を
見学、感想を述べる

19.0%

55.3%

51.4%

93.9%

＜授業見学の実施状況＞

研修で他校の授業
を見学

14



ICTの活用の方向性～学校を視察させていただいて感じたこと

◎これまでの取り組みに「on」するもの（×（バイ）ＩＣＴ）。取り替えるものではない。
→目標レベルでの「on」
→授業レベルでの「on」 （電子黒板と黒板。タブレットPCとノート。）

◎環境整備とＩＣＴ活用指導力向上は「車の両輪」。段階的、計画的な推進が肝要。
→現状の把握と、取り組み方針の明確化
→「実現したい学びの姿に対応した環境整備」と「整備された環境から生み出す新たな学び」の好
循環

◎教員のＩＣＴ活用指導力の向上は「ＢからCへ」
→児童生徒がＩＣＴを活用して主体的・協働的・探究的な学びを実現
→授業の流れの変化（「協働学習」・「個別学習」の取り入れ）

◎取り組みはチームで！
→組織的な取り組み（教育委員会、学校（学校長、リーダー、教員）の取り組みの連動）
→他者の取り組みから学ぶことや外部有識者等による指導・助言も有効

◎学習規律の確立は基礎。
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教育のICT活用に関する実践事例集等
環境
整備

「教育のIT化に向けた環境整備４か年計画」パンフレット
「教育分野におけるICT利活用推進のための情報通信技術面に関するガイドライン」（総務省）

実践
事例

「教育ICT活用実践事例集」（平成22～24年度）
「ICTを活用した指導方法」（平成25年度）【学びのイノベーション事業】
「発達障害のある子供たちのためのICT活用ハンドブック」（平成25年度）
「プログラミング教育実践ガイド」（平成26年度）
「情報活用能力の育成のために（指導事例集）」（平成26年度）
「授業がもっと良くなる！電子黒板を活用した指導事例集」（平成26年度）
「ICT活用ステップアップ映像集利用ガイド」（平成26年度）

平成22年度

平成25年度

平成24年度平成23年度

情報
ﾓﾗﾙ

「情報モラル教育実践ガイダンス」（平成24年度）（国立教育政策研究所）
「情報化社会の新たな問題を考えるための児童生徒向けの教材、教員向けの手引書」（平成25年度）
「子供のための情報モラル育成プロジェクト」 ～考えよう 家族みんなで スマホのルール～

（教育委員会・学校、関係団体、民間企業等協力団体を募集中！）
「情報モラル実践事例集」（平成27年度）

効果
検証

「学びのイノベーション事業実証研究報告書」（平成25年度）
ICTを活用した教育における効果検証のための手順書（平成26年度）

教育の情報化 ホームページ

検索http://jouhouka.mext.go.jp/

「校内研修リーダー養成のための研修手引き」（平成26年度）研修

平成26年度平成25年度
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「確かな学力」の効果的な育成を促進

環境整備の促進

１． 教員等のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、教員養成課程を有する大学と連携して研修プログラムの策定に取り組む
自治体や、ＩＣＴを活用した学びの実践体制構築を図るためのカリキュラム策定に取り組む自治体の支援を行う。

２． ＩＣＴ環境の整備・充実を図る取組を支援するため、「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」の自治体への派遣を行う。

大学 自治体

連携

指導力パワーアップコース

教員等のＩＣＴ活用指導力の向上を目指す
自治体（都道府県・指定都市教育委員会）
を指定。

【研修プログラムの策定・実践】
地域内に複数の実証校を設置し、教員養
成課程を有する大学と連携を図りながら、
教員等のＩＣＴ活用指導力向上のための研
修等のプログラムを策定・実践する地域を
支援。

１．ＩＣＴを活用した学びの推進プロジェクト

ＩＣＴ活用実践コース

ＩＣＴ環境の整備を進め、ＩＣＴを活用した特徴的
な教育（例：英語・理数教育等）に挑戦する自
治体を指定。

【発達段階に応じたカリキュラムの策定・実践】

地域内に複数の実証校を設置し、ＩＣＴを活用
した授業の実践体制を構築するためのカリキュ
ラムを策定・実践する地域を支援。

事業
概要

ICT

２．ＩＣＴ活用教育アドバイ
ザー派遣事業【３０地域】

★国に 「ＩＣＴ活用教育
アドバイザリーボード」を設置

ＩＣＴ環境の整備を図ろうとする自
治体ニーズに応じてアドバイザーを
派遣。

ＩＣＴを活用した教育の推進計画や
ＩＣＴ機器整備計画（機器購入の調達
手法含む）の策定に当たっての留意事
項等の助言を実施。

事例を集約し、
マニュアルを作成

現状 ＩＣＴを活用した教育の取組に地域間で差異が生じており、自治体の状況に応じたサポート体制の構築が必要

ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

ポータルサイトの活用や映像資料の配布等を通じて全国で共有

ＩＣＴ活用指導力の向上 発達段階に応じた授業実践体制の整備促進

平成２７年度予算額
２．４億円 （新規）
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ＩＣＴ活用教育アドバイザー派遣事業の概要
１ ICT環境の整備を図ろうとする自治体からの要請に応じて、文部科学省が委嘱した「ICT活用教育」アドバイザー」を派遣
【アドバイザーの活動内容】・・・概ね以下の事項のうちから希望する事項について教育委員会に助言・紹介
（１）ＩＣＴ環境整備に関する事項

①教育情報化推進計画の策定、②教育の情報化推進に関する教員・庁内（首長・財政部局等）の理解促進活動、
③ＩＣＴ活用による効果及び予算確保事例、④ＩＣＴ機器（校内ＬＡＮ等ネットワークを含む。⑤において同じ。）の整備計画の策定、
⑤ＩＣＴ機器の調達方法（見積もり・仕様書作成等）に関する助言

（２）自治体によるモデル事業の実践に関する事項
①効果検証の方法、②モデル事業の計画策定、③モデル校教員のＩＣＴ活用指導力の向上のための研修（研修計画策定を含む）、
④授業への導入事例及びＩＣＴ活用の普及方策

（３）その他ＩＣＴ活用の促進に関する助言

２ アドバイザーからの活動報告を踏まえ、自治体におけるＩＣＴ環境整備を円滑に進めるポイントをまとめた「マニュアル」を作成し、全
国に普及

ICT活用教育アドバイザー
による教育委員会への助言

（30地域）

事務局（委託）
●アドバイザーの登録・

派遣等に関わる事務

文部科学省

アドバイザリーボード

アドバイザー：大学の有識者等
を文部科学省が
委嘱・登録

活動報告書・マニュアルを作成し、ポー
タルサイトの活用や資料の配付等を通
じて全国に普及

派遣（３回程度）

派遣要請

派遣者調整

実施イメージ
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先導的な教育体制構築事業（平成26～28年度）の概要

文部科学省

家庭
研修実施

指導事例

教育委員会

研究推進委員会

総務省

学校間が連携した教育体制様々な学校種 学校・家庭が連携した教育体制

システム開発・実証

民間企業等

検証データ等

総務省（先導的教育システム実証事業）との連携の下、以下の研
究に取り組む。
○地域における教育体制の構築
➣異なる学校間、学校種間の情報共有・学校と家庭との連携

○新たな学びに対応した指導方法の充実および指導力の育成
➣学校種や各教科等に応じた指導方法の開発・教員の研修体制の構築

○デジタル教材の利便性の向上
➣地域内の学校が相互に活用できる教材の蓄積・提供 等

クラウド等の最先端技術による、学校間、学校と家庭をシームレスにつないだ先導的な教育体制を構築するための実証研究を実施

研究項目 実証地域と実証校【３地域（１地域４校）】

○東京都荒川区
➣第三峡田小学校
➣尾久小学校
➣第二日暮里小学校
➣諏訪台中学校

○福島県新地町
➣福田小学校
➣新地小学校
➣駒ヶ嶺小学校
➣尚英中学校

○佐賀県（武雄市と連携）
➣武雄市立北方小学校
➣武雄市立北方中学校
➣有田工業高等学校
➣中原特別支援学校

事業イメージ

学校間
連携支援

学習者
支援

教員
支援

防災拠点
実現

学校家庭
の連携

先導的な教育ＩＣＴシステム

教材、指導実践例、学習活動記録

教育・学習クラウドプラットフォーム

（参考）先導的教育システム実証事業（総務省）
クラウド等の最先端技術を活用した、低コストで多種多様な端末に対応
した教育ＩＣＴシステムの実証、普及モデルの技術的標準化 など

19



最近の動向
【政府の動向】
①地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（H27.4.1施行） 総合教育会議の設置

②初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）（H26.11.20）
アクティブ・ラーニングの充実と、そうした学習･指導方法を教育内容と関連付けて示すための在り方

③新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一
体的改革について（答申）（H26.12.22）→「高大接続改革プラン」（H27.1.16文部科学大臣決定）公表
・高等学校基礎学力テスト（仮称）及び大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導入（ＣＢＴ方式の検討）
・教科・科目の枠を超えた思考力･判断力･表現力を評価するため、大学入学希望者学力評価テスト（仮称）における「合教科・
科目型」「総合型」の問題の出題

④高等学校における遠隔教育の在り方について（報告）（H26.12.8）
同時双方向型授業の単位認定（36単位まで）（H27.4.1施行）

⑤まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12.27） 遠隔教育等におけるICTの活用

⑥公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（H27.1.27）
学校統合の魅力ある学校づくり、小規模校のメリット最大化策・デメリット緩和策としてのICTの活用

⑦「デジタル教科書」の位置付けに関する検討会議（H27.5.12～）
⑧教育再生実行会議第7次提言（H27.5.14） ＩＣＴ教育及びその活用、教育方法の転換による教育の質の向上

①地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（H27.4.1施行） 総合教育会議の設置

②初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）（H26.11.20）
アクティブ・ラーニングの充実と、そうした学習･指導方法を教育内容と関連付けて示すための在り方

③新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一
体的改革について（答申）（H26.12.22）→「高大接続改革プラン」（H27.1.16文部科学大臣決定）公表
・高等学校基礎学力テスト（仮称）及び大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導入（ＣＢＴ方式の検討）
・教科・科目の枠を超えた思考力･判断力･表現力を評価するため、大学入学希望者学力評価テスト（仮称）における「合教科・
科目型」「総合型」の問題の出題

④高等学校における遠隔教育の在り方について（報告）（H26.12.8）
同時双方向型授業の単位認定（36単位まで）（H27.4.1施行）

⑤まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12.27） 遠隔教育等におけるICTの活用

⑥公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（H27.1.27）
学校統合の魅力ある学校づくり、小規模校のメリット最大化策・デメリット緩和策としてのICTの活用

⑦「デジタル教科書」の位置付けに関する検討会議（H27.5.12～）
⑧教育再生実行会議第7次提言（H27.5.14） ＩＣＴ教育及びその活用、教育方法の転換による教育の質の向上

【民間団体の動向例】 ①Windows クラスルーム協議会 圏域包括プログラム（H26.10.27発表）
②ICT CONNECT 21 （H27.2.2設立） 学習・教育オープンプラットフォーム
①Windows クラスルーム協議会 圏域包括プログラム（H26.10.27発表）
②ICT CONNECT 21 （H27.2.2設立） 学習・教育オープンプラットフォーム
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課題や目的に応じて情報手段を適切に活
用することを含めて，必要な情報を主体的
に収集・判断・表現・処理・創造し，受け手
の状況などを踏まえて発信・伝達できる能
力

■ 課題や目的に応じた情報手段の適切な
活用

■ 必要な情報の主体的な収集・判断・表
現・処理・創造

■ 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達

Ａ 情報活用の実践力
情報活用の基礎となる情報手段の特
性の理解と，情報を適切に扱ったり，
自らの情報活用を評価・改善するための
基礎的な理論や方法の理解

■ 情報活用の基礎となる情報手段の
特性の理解

■ 情報を適切に扱ったり，自らの情報
活用を評価・改善するための基礎的
な理論や方法の理解

Ｂ 情報の科学的な理解
社会生活の中で情報や情報技術が果
たしている役割や及ぼしている影響を理
解し，情報モラルの必要性や情報に対
する責任について考え，望ましい情報社
会の創造に参画しようとする態度

■ 社会生活の中で情報や情報技術が
果たしている役割や及ぼしている影響
の理解

■ 情報モラルの必要性や情報に対する
責任

■ 望ましい情報社会の創造に参画しよ
うとする態度

Ｃ 情報社会に参画する態度

○臨時教育審議会（昭和60年9月～62年12月）において，情報及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個
人の基礎的資質（「情報活用能力」）を読み，書き，算盤に並ぶ基礎・基本と位置付ける

○児童生徒の情報活用能力の育成については、平成9年10月の協力者会議報告(※１)では、情報教育の目標の3観点
（情報活用の実践力，情報の科学的な理解，情報社会に参画する態度）を整理し、これらをバランスよく育成するこ
とを重視。

○平成18年8月の検討会提言(※２)では、３分類（８要素（下欄「■」)）について定義。

※１：情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議
※2：初等中等教育における教育の情報化に関する検討会

「教育の情報化に関する手引」より

情報活用能力について 21



小学校・中学校・高等学校において身につけさせたい情報活用能力

小学校 中学校 高等学校

学習指導
要領
（総則）

児童がコンピュータや情報通信ネット
ワークなどの情報手段に慣れ親しみ，
コンピュータで文字を入力するなどの
基本的な操作及び情報モラルを身
に付け，情報手段を適切に活用で
きるようにするための学習活動を充実

生徒が情報モラルを身に付け，コン
ピュータや情報通信ネットワークなどの
情報手段を適切かつ主体的，積極
的に活用できるようにするための学習
活動を充実

生徒が情報モラルを身に付け，コン
ピュータや情報通信ネットワークなどの情
報手段を適切かつ実践的，主体的に
活用できるようにするための学習活動を
充実

情報活用
の実践力

基本的な操作
・文字の入力・電子ファイルの保存
・整理・インターネットの閲覧・電子
メールの送受信など

情報手段の適切な活用
・様々な方法で文字や画像などの情
報を収集して調べたり比較したりす
る
・文章を編集したり図表を作成したり
する・調べたものをまとめたり発表した
りする
・ICTを使って交流する

情報手段の適切かつ主体的，積極
的な活用
・課題を解決するために自ら効果的な
情報手段を選んで必要な情報を収
集する
・様々な情報源から収集した情報を
比較し必要とする情報や信頼できる
情報を選び取る
・ICTを用いて情報の処理の仕方を工
夫する
・自分の考えなどが伝わりやすいように
表現を工夫して発表したり情報を発
信する など

情報手段の適切かつ実践的，主体
的な活用
・直面する課題や目的に適した情報手
段を主体的に選択する
・自ら課題を設定して課題の解決に必
要な情報を判断し，適切な情報手
段を選択して情報を収集する
・収集した情報の客観性・信頼性につ
いて考察する
・考察の結果を踏まえて，様々な情報
を結び付けて多面的に分析・整理した
り新たな情報を創造したり発信したり
する
・相手や目的に応じて情報の特性をとら
えて効果的に表現する

教育の情報化に関する手引き（平成２２年度）を基に作成
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小学校 中学校 高等学校

情報の
科学的な
理解

情報手段の特性と情報活用の評価・
改善
・コンピュータなどの各部の名称や基本
的な役割，インターネットの基本的な
特性を理解
・情報手段を活用した学習活動の過
程や成果を振り返ることを通して，自
らの情報活用を評価・改善するため
の方法等を理解

情報手段の特性と情報活用の評価・
改善
・コンピュータの構成と基本的な情報
処理の仕組み，情報通信ネットワー
クの構成，メディアの特徴と利用方
法等，コンピュータを利用した計測・
制御の基本的な仕組みを理解
・情報手段を活用した学習活動の過
程や成果を振り返ることを通して，自
らの情報活用を評価・改善するため
の方法等を理解

情報手段の特性と情報活用の評価・
改善
・情報や情報手段の特性や役割の理
解
・問題解決において情報や情報手段
を実践的に活用するための科学的な
見方や考え方として，手順や方法，
結果の評価等に関する基本的な理
論の理解

情報社会
に参画
する態度

情報モラル
（情報社会で適正に活動するための基とな
る考え方と態度）
・情報発信による他人や社会への影
響
・情報には誤ったものや危険なものがあ
ること
・健康を害するような行動・ネットワーク
上のルールやマナーを守ることの意味
・情報には自他の権利があることなどに
ついての考え方や態度

情報モラル
（情報社会で適正に活動するための基とな
る考え方と態度）
・情報技術の社会と環境における役
割
・トラブルに遭遇したときの自主的な解
決方法
・基礎的な情報セキュリティ対策・健康
を害するような行動
・ネットワーク利用上の責任・基本的な
ルールや法律の理解と違法な行為に
よる問題
・知的財産権など権利を尊重すること
の大切さなどについての考え方や態
度

情報モラル
（情報社会で適正に活動するための基とな
る考え方と態度）
・望ましい情報社会を構築する上で必
要となる，個人の役割と責任・トラブ
ルに遭遇したときの実践的，主体的
な解決方法
・情報セキュリティの具体的な対策・心
身の健康と望ましい習慣に配慮した
情報や情報手段との関わり方
・ネットワーク利用時の適切な行動・
ルールや法律の内容の理解と違法な
行為による個人や社会への影響
・情報化の「影」の部分の理解を踏ま
えた，より良いコミュニケーションや人
間関係の形成などについての考え方
や態度
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① 上位の学校群の教員は，下位の学校群と比べ，次のような授業の実施
頻度が高い傾向にある。
・ 児童生徒に自分の考えを表現させること
・ 児童生徒に情報を整理させること
・ 児童生徒に情報手段の特性に応じた伝達及び円滑なコミュニケーション
を行わせること など

上位の学校群の傾向

調査問題内容 通過率（％）

小
学
校

整理された複数の発言者の情報の正誤を
読み取る問題

62.4

複数のウェブページから情報を見つけ出し，
関連付ける問題

9.7

一覧表示された複数のカードにある情報を
整理・解釈する問題

17.9

２つのウェブページから共通している複数の
情報を整理・解釈する問題

16.3

プレゼンテーションソフトにて 画像を活用し
てスライドを作成する問題

33.3

調査問題内容 通過率（％）

中
学
校

整理された複数の見学地の情報の
共通点を読み取る問題

84.3

複数のウェブページから情報を見つけ出し，
関連付ける問題

43.7

一覧表示された複数の情報を、提示された
条件をもとに整理・解釈する問題

76.4

複数のウェブページから目的に応じて情報
を整理・解釈する問題

12.2

プレゼンテーションソフトにて文字や画像を活
用してスライドを作成する問題

39.1

小学生について，整理された情報を読み取ることはできる
が複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見
つけ出し，関連付けることに課題がある。
また，情報を整理し，解釈することや受け手の状況に応
じて情報発信することに課題がある。

中学生について，整理された情報を読み取ることはできる
が，複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を
見つけ出し，関連付けることに課題がある。
また，一覧表示された情報を整理・解釈することはできる
が，複数ウェブページの情報を整理・解釈することや，受け
手の状況に応じて情報発信することに課題がある。

情報活用能力調査結果のポイント（平成27年３月24日公表）

② 上位の学校群の児童生徒は，下位の学校群と比べ，学校で次のよう
なICT活用をしている頻度が高い傾向にある。
・情報を収集すること
・表やグラフを作成すること
・発表するためのスライドや資料を作成すること

調査の趣旨

① 児童生徒の情報活用能力の実態の把握，学習指導の改善
② 次期学習指導要領改訂の検討のためのデータを収集

出題内容 ・情報を収集・読み取り・整理・解釈する力
・受け手の状況などを踏まえて発信・伝達する力

コンピュータ
を使用して調査

調査対象：小学校第5学年（116校 3343人）・中学校第2学年（104校 3338人）
調査時期：平成２５年１０月から平成２６年1月
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（情報を整理・解釈する力）
○小学校について，グラフの目盛りの値や間隔が違うと情報の伝わり
方が変わることの理解や，複数情報から共通する観点を見つけ出
して，整理・解釈することに課題がある。

○中学校について，一覧表示された複数の情報を，提示された条件
をもとに整理・解釈することができている。一方、複数のウェブペー
ジから目的に応じて情報を整理・解釈することに課題がある

情報活用能力調査結果（３観点・能力別カテゴリー別傾向）

（情報を収集・読み取る力）
○小・中学生とも，整理された情報を読み取ることができている。

○小・中学生ともに，複数のウェブページから目的に応じて特定の情
報を見つけ出し関連付けることに課題が見られる。

「A：情報活用の実践力」の調査問題の結果

通過率（％） 問題形式
62.4 選択式（択一）

84.3 選択式（択一）

通過率（％） 問題形式
9.7 選択式（択

一）＋操作
43.7 選択式（択

一）＋操作

小学校／中学校
複数のウェブページから情報を見つけ出す問題

通過率（％） 問題形式
20.1 選択式（択一）

＋記述式

通過率（％） 問題形式
17.9 操作

小学校 目盛り間隔が異なる複数のグラフ情報を
比較して解釈する問題

小学校 複数のカードに書かれた情報を分類
整理する問題

中学校 一覧表示された複数の情報を、提示され
た条件をもとに整理・解釈する問題
通過率（％） 問題形式

76.4 記述式＋操作

中学校 複数のウェブページから目的に応じて
情報を整理・解釈する問題
通過率（％） 問題形式
12.2 選択式（複

数）＋操作

通過率（％） 問題形式
16.3 記述式＋操作

小学校 ２つのウェブページから共通している複数の情報を整理・解釈する問題

は公表問題

小学校：表に記述している複数の情報を読み取る問題
中学校：複数の見学地を包括するコース名を選択する

問題

（情報を処理する力）
○中学校について，グラフ化に必要なデータの範囲や目的に合うグ
ラフ形式を判断し、処理することに課題がある。

通過率（％） 問題形式
29.3 操作

中学校 目的に合ったグラフを作成する問題

（情報を発信・伝達する力）
○小・中学生ともに，扱う情報や情報手段の特性を理解し，受け手
を念頭においた表現方法を工夫することに課題が見られる。

通過率（％） 問題形式
33.3 記述式＋操作

39.1 記述式＋操作

小学校/中学校 プレゼンテーションソフトにて文字や画像を活用してスライドを作成する問題

（情報手段の適切な活用）
○ローマ字入力に関して、小学生については，濁音・半濁音，促音の組合せからなる単語の入力に時間を要している傾向がある。 中学生については，ひらがなとアル
ファベットの入力切り替えに時間を要している傾向がある。
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（情報手段の特性の理解）
○小学生について，電子掲示板における情報の伝わり方や広がり方
について理解している。また，中学生について，SNSの特性につい
ての理解に課題が見られる。

「B：情報の科学的な理解」の調査問題の結果

通過率（％） 問題形式
71.9 選択式（択一）

情報手段の特性の理解（％） 問題形式
26.7

※SNSの特性について
記述できた者の割合

記述式＋操
作

（情報手段の特性の理解〔計測・制御〕）
○中学生について，自動制御に関する情報処理の手順についての
理解に課題が見られる。

中学校 SNSの特性を記述する問題

中学校 処理手順のフローチャートを作成する問題
通過率（％） 問題形式
17.9 操作

小学校 電子掲示板の特性を選択する問題

「C：情報社会に参画する態度」の調査問題の結果

（情報モラルの必要性や情報に対する責任
〔不正請求メールへの対応〕）

○中学生については，不正請求メールの危険性への対処についての
理解に課題がある。

（情報や情報手段の役割や影響の理解
〔自他の情報の取り扱い〕）

○小学生については，自分に関する個人情報の保護について理解し
ているが，他人の写真をインターネット上に無断公表するなどの他
人の情報の取扱いについての理解に課題がある。

小学校 ブログ上での情報発信において自他の情報の取扱いで問題のある点を選択する問題

不適切な項目 選択した者の割合（％）
メールに返信する 50.4
入金後URLから退会手続きをする 43.9
問い合わせ先に電話して抗議する 38.5

情報の取扱いについて問題のある点 選択した者の割合（％）
個人情報（学校名，学級名及び出席番号）の取扱い 73.0
他人の写った写真の取扱い 41.2
住所を教えて欲しいという見知らぬ他人からの書き込み 47.6

中学校 不正請求メールへの対応で不適切な項目を選択する問題
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新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革について（答申）資料
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「合教科・科目型」「総合型」について
思考力・判断力・表現力

知識・技能を活用して、自ら課題を発見し、その解決に向けて探究し、成果等を表現するために
必要な思考力・判断力・表現力等の能力

（ 参考 ）

教科･科目の枠を越えた「思考力･判断力･表現力」を評価するためには、個々の教科・科目の範囲にとどまらず、複数
の教科・科目を教科横断的・総合的に組み合わせて出題することが必要。

学校教育法第３０条第２項においても、いわゆる学力の三要素の一つとして「知識･技能を活用して課題を解決にするための必要な思考力、判断
力、表現力その他の能力」を示しているところである。 こうした力は、例えば、①概念・法則・意図などを解釈し、説明したり活用したりする活動、②情
報を分析・評価し、論述する活動、③課題について構想を立て実践し、評価・改善する活動等を通じて育成されるものとされ、小中高等学校等にお
ける言語活動等の学習活動において重視されている。

・ 言語に関する思考力・判断力・表現力（読解力、要約力、表現力、コミュニケーション力等を含む。）

・ 数に関する思考力・判断力・表現力（統計的思考力、論理的思考力、図やグラフを描いたり読んだりする力等を含む。）

・ 科学に関する思考力・判断力・表現力（モデルをつくって説明する力、計画を立てる力、抽象化する力、大ざっぱに推定する力等を含む。）

・ 社会に関する思考力・判断力・表現力（合理的思考力、歴史や社会の問題を特定し、議論の焦点を定める力、矛盾点をあらわにする力等を含む。）

・ 問題発見・解決力（答えのない問題に答えを見出す力、問題の構造を定義する力、問題解決の道筋を文脈に応じて定める力等を含む。）

・ 情報活用能力（情報を収集する力、情報を整理する力、情報を表現する力、情報を的確に伝達する力等を含む。）

※ 「教科を超える思考力・判断力・表現力」としては、たとえば以下のような力が挙げられる

１） 評価する思考力・判断力・表現力（上記※）を明確化。

２） 明確化された思考力・判断力・表現力が、どの教科･科目等においてどのような力として主に育成されるか特定。

例えば・・・ 言語 ⇒ 国語・英語、 数 ⇒ 数学、 科学 ⇒ 理科、 社会 ⇒ 地歴又は公民

問題発見･解決力 ⇒ 総合及び各教科･科目、 情報活用能力 ⇒ 情報

３） 特定された教科･科目等において育成される力を、他教科･科目等のどのような文脈に当てはめていくことが効果的かを検
討しつつ、教科･科目等の組合せを決定し作問。

新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革について（答申）資料
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情報科目の今後の在り方について（検討素案）

関連して、現行中学校技術・家庭（技術分野）における「情報に関する技術」の指導内容の充実、及び小・中学校
段階からの各教科等における情報活用能力を育成するための指導の充実についても、検討が必要。

○情報とそれを扱う技術を問
題の発見・解決に活用する
ための科学的な考え方

○情報通信ネットワークを用い
て円滑にコミュニケー ション
を行う力

共通教科「情報」（現行） 新科目のイメージ

社会と情報
１ 情報の活用と表現
２ 情報通信ネットワークとコミュニケーション
３ 情報社会の課題と情報モラル
４ 望ましい情報社会の構築

情報の科学
１ コンピュータと情報通信ネットワーク
２ 問題解決とコンピュータの活用
３ 情報の管理と問題解決

４ 情報技術の進展と情報モラル

いずれか１科目（２単位）を選択必履修

育成する資質・能力

「情報活用能力」

○情報機器やネットワーク を
用いて情報を収集・加工・
発信する力

○情報モラル、知的財産の保
護、情報安全等に対する実
践的な態度

○情報社会に主体的に参画し
寄与する能力と態度

情報と情報技術を
問題の発見と解決に
活用するための科学的な
考え方等を育成する科目
●コンピュータと情報通信ネットワーク
●問題解決の考え方と方法
●問題解決とコンピュータの活用
●情報社会の発展と情報モラル

上記科目の履修を前提とした

発展的な内容の科目
についても検討

※情報モラルなど、社会生活を営むに当たり必要な知識

や果たすべき役割等については、新たな公民科目で扱
うことを検討。

高度な情報技術の進展に伴い、文理
の別や卒業後の進路を問わず、情報
の科学的な理解に裏打ちされた情報
活用能力を身に付けることが重要

改訂の必要性

教員の現状としては、他の教科を担当する教員が教科「情報」を兼任していることが多数想定される。
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高大接続改革実行プラン（平成２７年１月１６日文部科学大臣決定）より 30
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○平成２４年度から中学校の「技術・家庭」において必修化。（高等学校では「情報の科学」において取り扱われている）
○近年では小学校の「総合的な学習の時間」等において実施されるケースあり。

プログラミングに関する教育の現状

学習指導要領 学習指導要領解説

小
学
校

【総合的な学習の時間]
・学習活動については、学校の実態に応じて、例えば、国際理解、情
報、環境、福祉・健康などの横断的・総合的な課題についての学習
活動、児童の興味・関心に基づく課題についての学習活動、（中
略）などを行うこと。

・例えば、将来への夢やあこがれをもち挑戦しようとすること、ものづくりなどを行い楽しく豊かな生
活を送ろうとすること、生命の神秘や不思議さを明らかにしたいと思うことなど、が考えられる。

中
学
校

【技術・家庭】
・コンピュータを利用した計測・制御の基本的な仕組みを知ること。
・情報処理の手順を考え、簡単なプログラムが作成できること。

・計測・制御システムは、センサ、コンピュータなどの要素で構成されていることや、計測・制御シス
テムの中では一連の情報がプログラムによって処理されていることを知ることができるようにする。

・情報処理の手段には、順次、分岐、反復の方法があることを知ることができるようにする。また、
目的や条件に応じて、情報処理の手順を工夫する能力を育成するとともに、簡単なプログラム
を作成できるようにする。

高
等
学
校

共通教科「情報」 科目【情報の科学】
(2)問題解決とコンピュータの活用
イ 問題の解決と処理手順の自動化
問題の解法をアルゴリズムを用いて表現する方法を習得させ、コン
ピュータによる処理手順の自動実行の有用性を理解させる。

生徒の実態等に応じて、適切なアプリケーションソフトウェアやプログラム言語を用いるなどして、
整列や探索などの基本的なアルゴリズム、簡単なアルゴリズムを生徒に表現させ、それを自動実
行させるなどの体験的な学習活動を通じて行うことが考えられる。

【実施教科等】 総合的な学習の時間（６年生）
【授業の概要】 ＜調べた人物をＳｃｒａｔｃｈで表現してみよう＞
歴史上の人物等について、収集した情報を整理したり、気づきや発見、自分の考えなどをまとめたものを表現する活動。
○調べたい人物についての課題を設定し、課題意識を持つ
○必要な情報を、収集したり整理したりしながら、自分の考えをまとめる
○Scratchを活用して、自分の調べた人物についてパソコンの画面上で表現する。（プログラミング）
○大学生に表現したものを見てもらい、改善をする

（プログラミングに関する指導）
画面上に調べた人物が登場し、その人物に質問すると、自分たちが調べた業績や名言等を会話形式で教えてくれるような形で表現
することができるようにする。

Scratchを活用して、自分で調べた人物についてパソコ
ンの画面上で表現

アーテック

＜学習に用いる教材例＞（中学校の例）
センサーを装備したロボットや簡単な植物工場などの装置を用いて、
計測・制御プログラムについて学習

ジャパンロボテック

小学校における指導事例
山崎教育システム ジャパンロボテック
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○「日本再興戦略」： 産業競争力の源泉となるハイレベルなIT人材の育成・確保の推進を目的とし、義務教育段階からのプログラムに関する
教育を推進することが求められている。

○「世界最先端IT国家創造宣言」：初等・中等教育段階におけるプログラミングに関する教育の充実に努め、ITに対する興味を育むとともに、ITを
活用して多様化する課題に創造的に取り組む力を育成することが重要とされている。

○「教育再生実行会議第７次提言」：国、地方公共団体、学校は、これからの社会で求められる情報活用能力を育成するため、各学校段階を
通じて、情報を収集・選択する力、情報を整理する力、プレゼンテーション能力などの情報活用の実践力、
情報の科学的な理解、情報社会に参画する態度を培う教育を一層推進し、その中で、プログラミング、情
報セキュリティ、ネット依存対策をはじめとする情報モラルなどに関する指導内容や学習活動の充実を図る。

児童生徒の発達段階に応じたプログラムに関する学習内容を調査し、指導に役立つ教員向けの参考資料を作成。

平成26年度 【初等中等教育段階における実態把握のための調査】

大学、民間企業、ＮＰＯ法人等と協力し、小・中・高等学校においてプログラミングに関する授業を実践しながら、指導上のポイントや配慮事項を整理し、
教員が適切に指導するための手引書を作成。

平成27年度 【学校教育におけるプログラムに関する指導手引書の開発】

今後の取り組みの方向

○小中高等学校におけるプログラミングを含む情報活用能力の育成のための体系的な指導モデルの策定

○円滑なICTを活用した教育の実施のための支援員の育成・確保

プログラミングに関する教育の推進

①プログラミング学習を担当する教員の指導力
②プログラミング学習に適した教材
③社会の変化に伴うプログラミング学習の目標・内容

課題

（平成25年6月14日）

（平成26年6月24日）

（平成27年5月14日）
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平成２５年６月１４日閣議決定
まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成26年12月27日閣議決定

（１）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
（オ）ＩＣＴ等の利活用による地域の活性化
【主な施策】
(1)-(オ)-① ＩＣＴの利活用による地域の活性化

地域産業の活性化や地域サービスの維持・向上、柔軟な就労環境の整備を実現するため、距離や時間等の制
約を克服し、地域の創意工夫を生かしたイノベーションや新産業の創出を可能とするICT の一層の利活用を、医
療・教育・雇用・行政・農業など幅広い分野で推進する。特に、中山間地域や離島等においても良質な医療を効
果的・効率的に提供していくため、遠隔医療を推進する。また、遠隔教育等の教育におけるICT の活用を推進す
る。さらに、地域の経済社会活動を支える通信・放送環境の整備を推進する。
（後略）

（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
（ア）中山間地域等における「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成

【主な施策】
(4)-(ア)-② 公立小・中学校の適正規模化、小規模校の活性化、休校した学校の再開支援

集団の中で切磋琢磨しつつ学習し、社会性を高めるという学校の特質に照らし、学校は一定の児童･生徒の規
模を確保することが望ましいが、今後少子化の更なる進展により、学校の小規模化に伴う教育上のデメリットの顕在
化や、学校がなくなることによる地域コミュニティの衰退が懸念されており、各市町村の実情に応じた活力ある学校づ
くりを推進する必要がある。
そのため、地域コミュニティの核としての学校の役割を重視しつつ、活力ある学校づくりを実現できるよう、学校統合
を検討する場合や、小規模校の存続を選択する場合、更には休校した学校を児童生徒の増加に伴い再開する場
合などに対応し、活力ある学校づくりを目指した市町村の主体的な検討や具体的な取組をきめ細やかに支援する。
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平成２５年６月１４日閣議決定
公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き（抜粋）

平成2７年１月27日 文部科学事務次官通知

（２）魅力ある学校づくり
【魅力あるカリキュラムの導入等】
〇統合の規模や形態にもよりますが、学校統合は教育活動や学校運営の在り方を変える大きな契機となり得ます。例えば、先進的なカリキュラムの導入も視
野に入れつつ、統合の際にＩＣＴ（電子黒板、実物投影機、児童生徒用ＰＣ・タブレット、デジタル教材等）を計画的に導入することが考えられます。
また、統合に際して学校事務や校務分掌が変わることを契機として、管理職や教員と学校事務職員等の役割分担を大胆に見直したり、校務支援システ
ムを導入したり、例えば給食費の徴収や督促など徴収金に関わる事務のうち適当なものを教育委員会が一括して担当する方式を導入するなどして、教員
が子供と向き合う時間を大幅に増やすといった工夫も考えられます。

〇このうち、校務支援システムについては、上述の小中一貫教育と併せて導入した場合、児童生徒情報が一元管理され，校種を越えて共有されることととな
り、いわゆる中１ギャップの解消等にも相乗効果が見込めます。さらに、山間へき地や離島の小規模校など、標準的な人事異動期間が短くなりがちな地域
においては、子供の家庭環境やこれまでの指導歴を十分に踏まえた指導を充実させる観点から、校務支援システムによる情報の蓄積や引継ぎが効果を発
揮することが期待できます。

３章 学校統廃合に関して留意すべき点

（２）小規模校のメリット最大化策
【少人数を生かした指導の充実】
〇教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、ＩＣＴ機器や高価な機材でも比較的少ない支出で全員分の整備が可能である。
⇒・ICT（例：電子黒板、実物投影機、児童生徒用PC、デジタル教材等）を効果的に活用し、一定レベルの基礎学力を全ての児童生徒に保障する。

（３）小規模校のデメリット緩和策
【社会性の涵養、多様な考えに触れる機会の確保】
〇小規模校で不足しがちな社会性を涵養する機会や多様な意見に触れる機会を確保したり、様々な体験を積ませたりする観点から、例えば下記のような
工夫が考えられます。
・ ＴＶ会議システムやオンライン会議システム等のＩＣＴを活用し、他校との合同授業を継続的・計画的に実施する
・ 教室で不足する多様な意見を収集させる観点から、タブレットＰＣ等を全員に整備し、他校の児童生徒との情報交換に活用する

【リソースの有効活用】
○ 小規模校においては、児童生徒が共同で用いる教材教具等の整備に課題がある場合も見られます。小規模校の存続を選択する場合は、こうした面での
充実を図ることがまず重要になりますが、資源の効率的な活用を図る観点からは例えば下記のような取組を工夫することも考えられます。
① 他の学校や公立図書館等との間で、図書の相互融通等を行うシステムを構築する
② 学校間で教材、教具等を共同利用するシステムを構築する
③ 合同の教育活動の導入等を契機とし、関連するＩＣＴ機器等を複数の市町村により共同で調達する

４章 小規模校を存続させる場合の教育の充実
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過疎化や少子高齢化が進む人口過少地域において、ICTの活用により、遠隔地間における児童生徒の学びの充実や、社会教育施設等と連携した遠隔講座の実
施など、学校教育及び社会教育における教育の質の維持向上を図るための実証研究を実施する。（３年間）

人口過少社会における学校教育及び社会教育の質の維持向上
地域コミュニティ機能の存続及び活性化

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業

我が国の人口減少が加速化することが確実視されている中、将来的に全国各地において現行の学校規模を維持することが困難な人口過少地域が増加するこ
とが予想されている。併せて、社会教育においても同様に地域人材が不足しており、今後、そのような地域における教育水準の維持向上が課題となることが予想
される。 【在学者数推移（小・中・高） 昭和23年 約1,677万人 昭和60年 約2,263万人 平成25年 約1,356万人】（学校基本調査より）

課題・背景

事業概要（イメージ）

平成27年度予算額 １．４億円（新規）

＜学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究＞

遠隔地間における双方向型の
協働学習や合同学習を実施

＜人口過少地域におけるＩＣＴを活用した社会教育実証研究＞

小規模学校における学びの質の維持向上 人口過少地域における社会教育の維持向上

過疎地域

学 校小規模学校

人口過少地域の学校教育の維持向上を図るため、指導方法
の開発や教育効果の在り方などに関する実証研究を実施

人口過少地域の社会教育の維持向上と地域コミュニティの活
性化を図るため、ＩＣＴを活用した社会教育の実証研究を実施

遠隔地間における
講座・学習機会の提供

などを支援

都道府県・市博物館
生涯学習センター・公民館 図書館
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・平成27年度より、全日制・定時制高校の遠隔教育の普及・推進のモデル事業を実施し、制度改
正を踏まえた教育を先導的に実施する高校を支援。
・当該事業での実践事例を踏まえて、高校の遠隔教育の課題や効果について継続的に検証等を
行う。

○全日制・定時制高校における遠隔教育を解禁

＜要件＞
・同時双方向型の遠隔教育であること
・74単位のうち、36単位を上限
・遠隔授業を導入する科目等でも、相当の時間数の
対面により行う授業を実施すること 等

※ 受信側の教室に配置する教員は、担当教科外の教員であ
ることも認める。

平成27年４月 学校教育法施行規則改正

 これまでの取組状況

 今後の方向性

予算事業による実践・検証

同時双方向

「IT利活用の裾野拡大のための規制制度改革の集中アクションプラン」（平成25年12月高度情報通信ネットワーク社会推進戦
略本部決定）等において、高等学校における遠隔授業の正規授業化に向けた検討を進めることが提言される

高等学校における遠隔教育について

受信側

配信側
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「デジタル教科書」の位置づけに関する検討について
教科書の基本的なあり方に関する検討課題

○教育効果について
・紙と電子媒体の違い、発達段階の違い、教科の特性等をど
のように考えるか。
・障害のある児童生徒等の学習への寄与をどのように評価する
か。
○使用に係る配慮事項について
・ＩＣＴ活用に当たっての児童生徒の健康面への配慮をどの
ように考えるか。
・情報端末への依存症や有害情報へのアクセス等の懸念にど
のように対応するか。
○検定の在り方について
・文字や画像以外の様々なコンテンツを検定の対象とすること
をどのように考えるか。
○教科書使用の在り方について
・「デジタル教科書」を紙の教科書に代替しうるものと考えるか、
全ての学校において使用すべきものと考えるか。
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○教科書の意義について
・公教育において、主たる教材としての教科書はどうあるべきか。
・全ての児童生徒の学習の拠り所となる教材として、質をどのように確保すべきか。
○教科書の形態について
・「デジタル教科書」の様々なコンテンツ（音声・動画等を含む）を主たる教材として扱うことをどう考えるか。主たる教材とならないコンテン
ツをどのように扱うのか。

いわゆる「デジタル教科書」に関する主な検討課題
○採択・供給の在り方について
・各学校のＩＣＴ整備状況に依存する「デジタル教科書」の採
択をどのように考えるか。
・安定的な「デジタル教科書」の供給方法をどのように考えるか。
○定価設定について
・「デジタル教科書」の定価の設定方法についてどのように考えるか。
○導入・活用コストと費用負担について
・学校教育費全体の中でのコストをどのように考えるか。購入費の
負担をどのように考えるか。
○著作権法制上の取り扱いについて
・「デジタル教科書」に係る著作権法上の権利制限規定の在り方
をどのように考えるか。
○環境整備について
・学校・家庭におけるネットワーク環境、デジタル機器の整備をどの
ように考えるか。

「デジタル教科書」の位置付けに関する検討会議（第１回）資料より
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平成27年度施策一覧
１ ICTを活用した教育推進自治体応援事業（H27-28）
（１）ICTを活用した学び推進プロジェクト
①指導力パワーアップコース ～ 教員養成課程を有する大学と教育委員会が連携した研修プログラムの策定・実践
②ICT活用実践コース ～ ICTを活用した特徴的な教育を進めようとする自治体による発達段階に応じたカリキュラムの策定・実践

（２）ICT活用教育アドバイザー派遣事業 ～ ICT環境整備を計画的に進めようとする自治体へのノウハウの提供・実践サポート

（３）調査研究事業
①ＩＣＴを活用した教育を推進する上での望ましい環境構成に関する調査研究
・「インターネット接続環境の基準」や「無線LANの設置・運用」に関するガイドラインの策定
・校務支援システムの導入にあたっての「事務処理手順」や「システム構築」のモデル化
・学習の指導と評価を進めるための学習記録データの利活用の在り方に関する調査研究
②ＩＣＴ活用指導力調査項目の改善に向けた調査研究 ～ 「ＩＣＴ活用指導力チェックリスト」の見直し

２ 人口減少社会におけるICTの活用による教育の質の維持向上に関する実証事業（H27-29）
人口過少地域の学校教育の質の維持向上を図るため、遠隔地間の双方向型の協働学習や合同授業を行い、指導方法の開発や教育効果の在り方などに関す
る実証研究を実施

３ 先導的な教育体制構築事業（H26-28）
総務省と連携して、クラウド等の最先端技術による、学校間、学校と家庭をシームレスにつないだ先導的な教育体制を構築するための実証研究を実施

４ 情報通信技術を活用した教育振興事業（H25-）
（１）デジタル教材等の標準化（H25-27）
（２）情報教育向上支援事業～初等中等段階からのプログラミング教育の指導に関する教育の推進（H26-）
（３）情報教育推進に向けた情報活用能力の調査等の実施（H25-28)

５ 情報モラル教育推進事業（H27-）＆「子供のための情報モラル育成プロジェクト」（H26-）
教員向け指導手引書及び保護者向け啓発教材の作成等、教育委員会、学校、関係団体、民間企業の連携による啓発活動。
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（２） ＩＣＴ活用による学びの環境の革新と情報活用能力の育成
子供が主体的に自らの疑問について深く調べたり、子供同士で議論や発表をしたりすることなど、自立した学び手として子供たちを育て
るための教育活動を展開する上で、ＩＣＴは、学習の手段及び学習環境として一層重要な要素になります。同時にそれは、一人一人
の学習進度に応じた学びの充実やコミュニケーション能力の育成にもつながります。また、今後、どのような仕事や活動をするとしても不可
欠な情報活用能力を高める教育の充実が必要です。

○ 国、地方公共団体、学校は、各学校段階において、学習内容や子供の状況を踏まえて、反転授業や協働学習、個々の学習データ分析に基
づく個別学習など、ＩＣＴを活用した学習を推進する。また、ＩＣＴの活用により、図書館、博物館など学校外の教育資源を活用した教育活
動の充実を図るとともに、離島、過疎地域の子供や、不登校、療養中の子供に、十分な教育の機会を提供するため、遠隔地間の双方向型授
業を推進する。

○ 国は、民間とも連携し、基本的共通的な教育内容についての学習動画など教材のデジタル化や、インターネット上での提供を進める。また、教
科書のデジタル化の推進に向けて、教科書制度の在り方や、それに応じた著作権の在り方などの課題についての専門的な検討を行う。
大学は、アクティブ・ラーニングの推進など、多様な教育の提供や学習環境の向上を図るため、ＭＯＯＣ（大規模公開オンライン講座、

Massive Open Online Course）の戦略的な活用を進める。

○ 国、地方公共団体、学校は、これからの社会で求められる情報活用能力を育成するため、各学校段階を通じて、情報を収集・選択する力、情
報を整理する力、プレゼンテーション能力などの情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報社会に参画する態度を培う教育を一層推進し、
その中で、プログラミング、情報セキュリティ、ネット依存対策をはじめとする情報モラルなどに関する指導内容や学習活動の充実を図る。

○ こうした教育を可能にするため、国、地方公共団体は、例えば、１人１台タブレットＰＣ、電子黒板などの大型提示装置、実物投影機、無線
ＬＡＮの整備など学校におけるＩＣＴ環境の整備を推進する。教師がＩＣＴ環境をいかした教育活動を十分に行えるよう、教師自らのＩＣ
Ｔ活用能力の向上はもとより、博士研究員や大学院生も含め、ＩＣＴ活用のスキルを持った外部人材等の確保、活用を図りつつ、ＩＣＴ支
援員を養成し、学校へ配置するなど、各学校のニーズに合わせた柔軟な取組を進める。また、ＩＣＴの活用により、教材作成、成績処理等の
教職員業務の効率化も推進する。その際、国は、地方公共団体間、公立学校・私立学校間の整備状況の格差に留意しつつ、整備を推進す
るための方策を講じる。

○ 国は、産学官の参画の下、以上のようなＩＣＴを活用した教育内容・方法の革新を、中心になって継続的に推進する体制を構築するとともに、
ＩＣＴを活用した効果的な指導方法などについて重点的な研究開発やリーダー教員などの養成研修に取り組む。

これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の在り方について
～教育再生実行会議第７次提言（平成27年５月14日）～（抜粋）
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「日本再興戦略」改訂2015 （抜粋） 平成27年6月30日閣議決定

ⅳ）IT利活用の更なる促進

⑪ 教科書のデジタル化
教育における情報化の進展や、アクティブ・ラーニング等の課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習の必要性の高まり、

その他デジタル教科書・教材の位置付けの検討に関する各種提言等を踏まえ、いわゆる「デジタル教科書」の位置付け及びこれに関連
する教科書制度の在り方について専門的な検討を行い、来年中に結論を得る。

⑩ 若年層に対するプログラミング教育の推進
IoT型未来社会においては情報活用能力の育成が求められており、また、諸外国で初等中等教育段階からのプログラミング教育の導

入が進んでいることを踏まえ、これまでの学校教育や民間企業、NPO法人等による取組成果を活用しながら、本年度中に小・中・高等学
校におけるプログラミングに関する指導手引書を策定したうえで、来年度中に教育現場での活用を促進するとともに、プログラミングも含
めた情報活用能力の育成に関する体系的な指導モデルの策定や、学校教育における円滑なICT利活用を図るための支援員の養成に
着手する。
（後略）

５－１．「国家戦略特区」の実現/公共施設等運営権等の民間開放（PPP/PFIの活用拡大）、
空港・港湾など産業インフラの整備/都市の競争力の向上

ⅱ）残された集中取組期間における国家戦略特区の加速的推進
b）更なる規制改革事項等の実現

③IT活用による遠隔地間の学校等を結んだ教育手法の導入
過疎化・少子化の進展に伴い小規模化している学校においても、子どもたちが切磋琢磨する環境で充実した教育を受けることができ

るよう、IT活用により遠隔地間を結んだ合同授業等について、実証研究を通じて効果や課題を評価・検証し、導入に向けた新たなルー

ル等を速やかに構築する。

４．世界最高水準のIT社会の実現
ⅰ）国民・社会を守るサイバーセキュリティ
④ サイバーセキュリティの確保に向けた基盤強化（技術力の強化・産業育成、人材育成）
イ）人材育成
顕在化・深刻化しているセキュリティリスクや、急速な技術革新とともに高度化するサイバー攻撃への対策を確かなものとするためには、それを支

える人材の育成が急務である。
このため、初等中等教育段階からのプログラミングや情報モラルに関する教育を充実させる。（後略）
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第２章 経済の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題
１．我が国の潜在力の強化と未来社会を見据えた改革
［３］イノベーション・ナショナルシステムの実現、IT・ロボットによる産業構造改革

「世界で最もイノベーションに適した国」の実現を目指し、未来の成長の源泉であるイノベーション創出を担う企業・大学・研究機関
の人材・知・資金の好循環を誘導するイノベーション・ナショナルシステムを構築する。
（ＩＴ・ロボットによる産業構造の改革）
（前略）
ＩＴによる地域活性化を図るため、クラウド、テレワーク、遠隔医療・教育等を通じた就労環境や地域産業の生産性向上を図り、優良事

例の全国展開を推進する。
（後略）

２．女性活躍、教育再生をはじめとする多様な人材力の発揮
［３］教育再生と文化芸術・スポーツの振興

（教育再生）
（前略）
世界トップレベルの学力達成と基礎学力の向上に向け、社会を生き抜く力の養成を図りつつ、アクティブ・ラーニングの促進や教職員の質

的向上など指導力の強化を進めるとともに、組織的に教育力を向上させる「チーム学校」の考えの下、多様な専門人材の活用や関係機関
との連携、特別支援教育等を推進する。
（中略）
地域コミュニティの核としての学校の役割を踏まえ、学校統廃合、統合困難な小規模校等の活性化、休校した学校の活用・再開に関す

る支援など、少子化に対応した活力ある学校づくりをきめ細かく支援する。

第３章 「経済・財政一体改革」の取組- 「経済・財政再生計画（仮称）」
５．主要分野毎の改革の基本方針と重要課題
［３］文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等

文教・科学技術分野については、①少子化の進展を踏まえた予算の効率化、②民間資金の導入促進、③予算の質の向上・重点化、
④エビデンスに基づくPDCAサイクルの徹底を基本方針として、以下の改革を進める。
少子化の進展を踏まえた予算の見直しについては、地域コミュニティの核としての学校の役割並びに統合困難な小規模校等の活性化や

休校した学校の活用・再開の観点に留意しつつ、学校統廃合については時限的な教員加配等を通じた支援の拡充、ＩＣＴを活用した遠
隔授業拡大、国立大学法人運営費交付金等の重点配分による大学間の連携や学部等の再編・統合の促進を図る。（後略）
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平成２５年６月１４日閣議決定世界最先端IT国家創造宣言
Ⅳ．利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化
１．人材育成・教育

平成25年6月14日閣議決定
平成26年6月24日閣議決定（改訂）
平成27年6月30日閣議決定（改訂）

（１）ITの利便性を享受して生活できる社会の構築と環境の整備
インターネットの普及に加え、スマートフォン等の急速な拡大により、国民全体としてIT に触れる機会が増大していることを踏
まえ、IT の利活用により、子供から高齢者まで、そのメリットを享受して豊かに生活を送ることができるよう、情報モラルや情報
セキュリティに関する知識を含め、国民全体の情報の利活用力の向上を図る。
このため、子供から学生、社会人、高齢者に至るまで、それぞれに必要とされる情報の利活用力の現状も把握しつつ、IT 
に関する知識を身に付けるための取組を推進する。
推進に当たっては、NPO など民間の活動も極めて重要であり、より効果的な取組となるよう適切な支援策を講ずる。また、
遠隔教育などIT の利活用により、離島を含め国内外のあらゆる場所で、全ての国民が地理的・時間的・経済的制約を受け
ることなく自由に学べるよう環境を整備するとともに、インターネットを活用した教育における著作権制度上の課題について検討
し、必要な措置を講ずる。さらに、産業界と連携し、人材の流動化や職種転換を容易にする様々な環境整備を進めるととも
に、産業全体の魅力向上を図ることも必要である。
学校の高速ブロードバンド接続、１人１台の情報端末配備、電子黒板や無線LAN 環境の整備、デジタル教科書・教材
の活用など、初等教育段階から教育環境自体のIT 化を進め、児童生徒等の学力の向上と情報の利活用力の向上を図る。
あわせて、教員が、児童生徒の発達段階に応じたIT 教育が実施できるよう、IT 活用指導モデルの構築やIT 活用指導
力の向上を図るほか、円滑なIT利活用を図るための支援員の育成・確保及び活用を進める。そのため、指導案や教材など教
員が積極的に活用可能なデータベースを構築し、府省の既存の子供向けページも教材等として整理し、積極的に活用する。
また、企業や民間団体等にも協力を呼びかけ、教育用のデジタル教材の充実を図るとともに、デジタル教科書・教材の位置付
けや、これらに関連する著作権を含めた制度に関する課題を検討し、必要な措置を講ずる。さらにIT利活用により教員の校
務の効率化を推進する。
これらの取組により、2010 年代中には、全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校で教育環境のIT化を実現
するとともに、学校と家庭がシームレスでつながる教育・学習環境を構築し、家庭での事前学習と連携した授業など指導方法
の充実を図る。
（後略）
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地方創生ＩＴ利活用促進プラン （抜粋）

４．国の重点的な取組（地方創生IT利活用に向けた３本の矢）
（２）地方における人材・産業等の活性化
②地方におけるベンチャー・中小企業等に対する支援

（地方におけるIT 教育・人材育成の推進）
・ 子供、若者は地方の将来を担う人材であるという観点を含めて、地方のコミュニティとそれらのネットワーク等を通じた
情報に関する学習機会の充実を推進する。特に、次世代において必要不可欠となるプログラミングも含めた情報活用
能力を身に付けさせるため、初等中等教育段階におけるプログラミングに関する指導の充実も含め、若年層へのプログ
ラミングに関する学習活動等の普及の在り方を検討する。
・ 初等中等教育段階からのIT を活用した教育を推進するため、クラウドやネットワークの利用環境の整備、コンテンツ
の充実に加え、プログラミングも含めた情報活用能力の育成に関する指導の充実や支援員の養成・確保、地方公共
団体やＮＰＯ法人、民間企業及び大学等による普及促進体制の構築が重要となる。
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